
○笠間市自転車の安全利用に関する条例（案） 

平成  年  月  日 

条例第   号 

（目的） 

第１条 この条例は，自然豊かな本市において，環境に優しく，身近な交通手

段である自転車の安全かつ適正な利用を促進するため，自転車利用者の運転

意識及び自転車事故の保険等の加入率の向上並びに自転車を安全かつ快適に

利用できる環境の整備及び自転車に起因する事故の未然防止を図るとともに

地域社会における自転車の交通安全の推進に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

 （１） 自転車 道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第２条第１項第

１１号の２に規定する自転車をいう。 

 （２） 自転車利用者 自転車を運転し,又は所有する者をいう。 

 （３） 事業者 市内において，事業活動を行う者をいう。 

 （４） 市民等 市内に居住し，又は滞在し，若しくは市内を通過する者を

いう。 

 （５） 自転車事故の保険等 自転車に関する交通事故により生じた損害を

賠償し，及び傷害を補償するための保険又は共済をいう。 

 （６） 関係機関 自転車の安全利用に関する施策を実施する国及び地方公

共団体の機関をいう。 

 （７） 関係団体 交通安全に関する活動を行うことを主な目的として組織

された団体（自治会その他地域的な共同活動を行う団体を含む。）をいう。 

 （８） 学校 市内に所在する，学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第

１条に規定する学校をいう。 

（市の責務） 

第３条 市は，第１条の目的を達成するため，次に掲げる施策を実施するもの

とする。 

 （１） 自転車の安全利用に関する教育及び啓発 



 （２） 地域等における自転車の安全利用に関する活動の支援 

 （３） 自転車への灯火の備付け，自転車の両側面等への反射器材の備付け，

自転車の定期的な点検整備及び自転車事故の保険等への加入の促進 

 （４） 乗車用ヘルメットの普及を図るための情報の提供その他の必要な措

置 

（５） 前各号に掲げるもののほか，第１条の目的を達成するために必要な

施策 

２ 市は，前項各号に掲げる施策の実施に当たっては，関係機関及び関係団体

と緊密な連携を図り，必要な協力を求めるものとする。 

 （自転車利用者の責務） 

第４条 自転車利用者は，道路交通法その他の自転車の利用に関する法令の規

定を遵守しなければならない。 

２ 自転車利用者が自転車を運転する時は，次に掲げる事項を励行することに

より，歩行者の安全を確保するよう努めなければならない。 

（１） 車道通行を原則とし，歩道を通行することが認められる場合は，歩

道の中央から車道よりの部分を徐行すること。また，歩行者の通行を妨げ

ることとなるときは，一時停止すること。 

（２） 車道通行の際は、当該車道の左側を通行すること。 

（３） 酒気を帯びて運転しないこと。 

（４） 他の者を乗車させて運転しないこと。 

（５） 自己の進路を確保する目的で警音器を使用しないこと。 

（６） 交差点内を通行するときは，必要に応じ，一時停止又は徐行をする

など，歩行者に注意して運転をすること。 

（７） 携帯電話の通話及び操作，傘の使用，物を持つこと等による片手で

の運転はしないこと。 

（８） イヤホン（補聴器を除く。）又はヘッドホンの使用による周囲の音

が十分に聞こえないような状態での運転はしないこと。 

（９） 夜間は，前照灯をつけ，歩行者から認識しやすいようにすること。 

（１０） 前各号に掲げるもののほか，歩行者に危害を及ぼし，又は迷惑を

かけるような運転はしないこと。 



３ 自転車利用者は，自転車を使用するときは，その都度，その利用する自転

車を点検するよう努めるとともに，必要に応じ整備するよう努めなければな

らない。 

４ 自転車利用者（未成年者を除く）は，自転車事故の保険等に加入しなけれ

ばならない。ただし，当該自転車利用者以外の者により，当該自転車の利用

に係る自転車事故の保険等に係る契約の被保険者となっているときは，この

限りではない。 

５ 自転車利用者は，自転車に取り付けられた幼児用乗車装置に幼児（６歳未

満の者をいう。以下同じ。）を乗車させるときは，当該幼児に乗車用ヘルメ

ットを着用させなければならない。 

６ 自転車利用者のうち道路交通法第８４条第１項に規定する運転免許を現に

受けている者は，自転車の利用において，特に他の者の模範となるよう努め

なければならない。 

７ 自転車利用者は，その利用する自転車について，自転車の安全利用の促進

及び自転車等の駐車対策の総合的推進に関する法律（昭和５５年法律第８７

号）第１２条第２項の規定に基づき自転車駐車場以外の場所に放置すること

のないように努め，また，同条第３項の規定に基づく防犯登録を受けるとと

もに，適切な施錠等自転車の盗難を防止するための措置及びひったくり防止

カバーの活用等により，自転車に関わる犯罪の被害の防止に努めなければな

らない。 

 （市民等の責務） 

第５条 市民等は，自転車の安全利用について理解を深め，交通事故の防止に

努めるとともに，地域等において自転車の安全利用の促進に寄与するよう努

めなければならない。 

 （保護者等の責務） 

第６条 保護者は，その監護する未成年者が自転車を利用するときは，自転車

に関する事故を予防するため自転車の適正な利用方法を説明し，乗車用ヘル

メットを着用させる等の自転車の安全利用に関する教育及び指導に努めなけ

ればならない。 

２ 保護者は，その監護する未成年者が自転車を利用するときは，当該未成年



者が被保険者となる自転車事故の保険等に加入しなければならない。ただし，

当該保護者以外の者により，当該未成年者が自転車事故の保険等に係る契約

の被保険者となっているときは，この限りではない。 

３ 保護者は，その監護する未成年者が利用する自転車を定期的に点検し，必

要に応じ整備するよう努めなければならない。 

４ 高齢者の家族は，当該高齢者に対し，乗車用ヘルメットの着用その他自転

車の安全利用に関する助言に努めなければならない。 

（自動車等の運転者の責務） 

第７条 自動車及び原動機付き自転車の運転者は，自転車の側方を通過すると

きは，当該自転車との間に安全な間隔を保ち，又は徐行するよう努めなけれ

ばならない。 

（事業者の責務） 

第８条 事業者は，自転車通勤をする従業員その他事業活動に従事する者に対

し，自転車の安全利用に関する教育，啓発及び指導に努めるとともに，事業

活動を通じて,自転車の安全利用の促進に努めなければならない。 

２ 事業者は，その事業活動において従業者に自転車を利用させるときは，当

該自転車を利用する者が，被保険者となる自転車事故の保険等に加入しなけ

ればならない。 

（自転車販売業者等の責務） 

第９条 自転車販売業者は，自転車の販売に当たっては，自転車を購入しよう

とする者に対し，第４条及び第６条に定める責務の周知並びに自転車事故の

保険等に関する情報の提供に努めなければならない。 

２ 自転車販売業者は，自転車の販売に当たっては，道路において利用する自

転車を購入しようとする者に対し，灯火を備え付けていないもの，両側面等

に反射器材を備え付けていないもの，当該自転車の利用に係る自転車事故の

保険等の被保険者であるか否か確認するよう努めなければならない。この場

合において，自転車事故の保険等の加入の有無を確認することができないと

きは，自転車事故の保険等の情報を提供するよう努めなければならない。 

３ 自転車販売業者は，事業活動を通じて，自転車の安全利用に関する啓発に

努めなければならない。 



４ 自転車貸出業者は，貸し出す自転車に灯火を備え付け，当該自転車の両側

面等に反射器材を備え付けるとともに，当該自転車を利用する者が被保険者

となる自転車事故の保険等に加入しなければならない。 

５ 自転車貸出業者は，貸出しを受けて自転車を利用しようとする者に対し，

自転車の安全利用に関する啓発に努めなければならない。 

（学校の長の責務） 

第１０条 学校の長は，児童及び生徒並びにこれらの者を保護する責任のある

者に対して，自転車の安全利用に関する意識の向上に努めなければならない。 

２ 学校の長は，自転車の安全利用に関する教育の場の提供その他市又は警察

署が行う自転車の安全利用に関する施策への協力に努めなければならない。 

３ 学校の長は，自転車による通学又は学校行事等への参加を認める場合は，

対象となる児童及び生徒並びにこれらの者を保護する責任のある者に対して，

自転車の安全利用に関する指導及び自転車事故の保険等の加入の勧奨に努め

なければならない。 

（市の施策への協力） 

第１１条 市民等，事業者及び学校の長は，市が行う自転車の安全利用に関す

る施策に協力するよう努めなければならない。 

 （関係機関との連携） 

第１２条 市は，茨城県，警察署，学校その他関係機関及び交通安全等の取組

みを行う団体等と連携し，自転車の安全利用を推進するため必要な措置を講

ずるものとする。 

 （委任） 

第１３条 この条例に定めるもののほか，この条例の施行に関し必要な事項は，

市長が定める。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

 この条例は，平成３１年１０月１日から施行する。 


